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掲載した市役所各課の電話番号は直通番号です かぜのような症状がある場合は来所をお控えください。来所時はマスクの着用および手洗い・消毒をお願いします。

歳入決算の内訳 歳出決算の内訳（目的別） 歳出決算の内訳（性質別）

　　　　(46.3%)
495億6,629万円
〈1.5％増〉

　　　　　　（16.7％）
179億680万円
〈11.5％増〉

　　　　（6.5％）
69億5,590万円
〈18.7％増〉

　　　　　（6.3％）
67億9,751万円
〈17.6％増〉 　　　　（24.2％）

258億9,763万円
〈1.6％減〉

歳入合計
1,071億
2,413万円

歳出合計
1,017億
5,957万円

令和元年度

一般会計予算

決算の概要 　令和元年度（2019年度）の一般会計、特別会計の決算が9月の定例市議会で認定されま
した。今号では、市の歳入・歳出、健全化判断比率のほか、寄附の状況と主な事業、市立病
院、施設管理公社の事業報告についてお知らせします。　　　　　  B財政課☎963-9115

令和元年度は、平成30年度に比べると歳入は42億7,393万円の増、歳出は40億4,690万円の増となりました

特別会計
予算

市の財政状況を示す指標　健全化判断比率等を公表します

　　　　（46.1％）
468億6,963万円〈5.0％増〉
保育所や学童保育室の運営、高齢者や
障がいのある方への支援などの経費

　　　　（12.0％）
122億908万円〈5.7％減〉
住民基本台帳や戸籍事務、地域振興、
その他市役所の管理運営の経費

　　　　（10.0％）
101億8,800万円〈1.0％減〉
道路、河川、公園の整備・管理、その他
都市整備の経費

　　　　（9.6％）
97億9,796万円〈6.6％増〉
学校、図書館、公民館などの管理運営、
文化・スポーツ振興の経費

　　　　（9.5％）
96億7,003万円〈16.8％増〉
ごみ、し尿の処理、公害防止、その他市
民の健康を守る保健衛生の経費

　　　　（29.2％）
297億2,396万円〈8.2％増〉
各種福祉サービスを提供する経費など

　　　　（17.4％）
177億696万円〈0.7％増〉
職員の給与など

　　　　（15.8％）
160億2,903万円〈4.2％増〉
委託料や備品購入費など

　　　　（12.4％）
126億2,724万円〈0.7％減〉
特別会計への繰出金

　　　　　　　　（8.4％）
86億247万円〈32.5％増〉
道路、学校等を事業整備する経費など

　　　　（9.5％）
96億7,868万円〈11.7％減〉

会　　　計

合　　　計

特別会計歳入歳出決算額

市民１人当たりの支出額は、29万5,227円

市民1人当たりの性質別支出額

民生費

資金不足比率

＊表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります

①国民健康保険
②後期高齢者医療
③介護保険
④母子父子寡婦福祉資金貸付金
⑤東越谷土地区画整理事業
⑥七左第一土地区画整理事業
⑦西大袋土地区画整理事業
⑧公共下水道事業
⑨公共用地先行取得事業

326億905万円
38億1,063万円
205億6,944万円
1億6,726万円
5億2,427万円
2億4,508万円
18億8,006万円
78億3,507万円
2億5,984万円
679億70万円

318億4,151万円
37億6,869万円
202億2,860万円

5,507万円
4億3,872万円
1億289万円

17億6,942万円
72億9,565万円
2億5,984万円

657億6,039万円

歳入決算 歳出決算

　　　　（7.3％）
73億9,123万円
〈4.2％増〉
市債の元利償還金など　　　　（5.5％）

56億3,364万円〈6.8％増〉
消防車両等の整備、農業や商工業の振
興、雇用対策などの経費

歳出合計
1,017億
5,957万円

　健全化判断比率の４つの指標(実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率)の
うち、一つでも早期健全化基準を超えると「早期健全化団体」、財政再生基準を超えると「財政再生団体」と
なり、それぞれ財政健全化計画、財政再生計画を策定し、早急に財政改善に取り組まなければなりません。
　公営企業会計については、資金不足比率が経営健全化基準を上回った場合は、経営健全化計画を策定
しなければなりません。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づ
き、健全化判断比率等の指標を公表します。各指標の数値
と主な内容は　　　　　のとおりです。前年度に続き、健
全化判断比率のすべての指標および資金不足比率は、国
の定める基準を下回っており、健全財政を維持しています。

（一般会計などに属さない公営企業会計における資金の不足額が、
事業の規模に対して、どのくらいの割合になるかを示す指標）

＊資金剰余の場合は「資金不足なし」としていますが、東越谷土地
区画整理事業は▲534,706.2％、七左第一土地区画整理事業
は▲14,219,400.0％、公共下水道事業は▲12.6％、病院事
業は▲4.9％となっています

特別会計等
の名称

実質
赤字比率

指標の名称 指標の概要

将来
負担比率

実質
公債費比率

連結実質
赤字比率

越谷市の数値

経営健全化
基準

資金不足
なし

財政再
生基準

（単位：％） （単位：％）

早期健全
化基準

越谷市
の数値

20.0011.25赤字なし

30.0016.25赤字なし

35.025.07.2

350.015.2

20.0

資金不足
なし

20.0

資金不足
なし

20.0

資金不足
なし

20.0

東越谷
土地区画
整理事業

七左第一
土地区画
整理事業

公共
下水道
事業

病院事業

表1 表2

健全化判断比率表1 表2

総務費 土木費 教育費 衛生費 公債費 その他

13万5,979円 3万5,421円 2万9,558円 2万8,426円 2万8,055円 2万1,444円 1万6,344円

市民１人当たりの市税負担額は、14万3,803円
市民税 固定資産税 軽自動車税 市たばこ税 事業所税 都市計画税

7万2,289円 5万4,478円 1,223円 6,554円 2,171円 7,088円

扶助費 人件費 物件費 繰出金 普通建設事業費 公債費 その他
8万6,236円 5万1,372円 4万6,504円 3万6,634円 2万4,958円 2万1,444円 2万8,079円

一般会計などの地方債残高や将来支払う可能性がある負担など現在抱え
ている負債が、標準的な収入に対して、どのくらいの割合になるかを指標化
したものです。早期健全化基準の３５０％を大きく下回っており、健全です

市の地方債（借入金）の返済額及び、これに準じる経費の額が、標準的な収
入に対して、どのくらいの割合になるかを指標化したものです。早期健全化
基準２５％を大きく下回っており、健全です

市の全ての会計を合算した全体の赤字額が、標準的な収入に対して、どのく
らいの割合になるかを指標化したものです

一般会計などの赤字額が、標準的な収入に対して、どのくらいの割合になる
かを指標化したものです

歳入総額　1,071億2,413万円 歳出総額　1,017億5,957万円

市　税

市　債

その他

その他

公債費

その他

公債費

民生費 扶助費

人件費

物件費

繰出金

普通建設事業費

総務費

土木費

教育費

衛生費

県支出金

国庫支出金

補助費等や積立金など

　　　　（7.3％）
73億9,123万円
〈4.2％増〉
市債の元利償還金など

（　　）は構成比
〈　　〉は対前年度増減率

＊黒字の場合は「赤字なし」としていますが、実質赤字比率は▲8.86％、連結実質赤字比率は▲12.89％となっています 

特別会計は、国民健康保険会計をはじめ
９会計です。各特別会計の決算は下表の
とおりです


